
 

 

 

答申第 681 号 

                                                 平成 30 年４月 13 日  

 

 

神奈川県知事 黒岩 祐治 様 

 

神奈川県情報公開審査会 

会 長     金 子  正 史 

 

 

行政文書一部公開処分に関する審査請求について（答申） 

 

 

平成 29 年７月 26 日付けで諮問された特定事件に関する文書一部非公開の件（そ

の 24）（諮問第 752 号）について、次のとおり答申します。 
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１ 審査会の結論 

(1) 実施機関が、公開請求の対象となる文書として、平成28年７月26日付け

取材結果対応連絡票、同月27日付け依頼文、同年８月８日付け依頼文、同

月15日付け事務連絡、同年９月16日付け特定会議Ａに係る報告書、同会議

の議事録及び同会議の資料を特定したことは妥当であるが、同月15日に開

催された特定会議Ｂの資料については、対象文書として特定の上、改めて

諾否の決定を行うべきである。 

(2) 実施機関が、別表２に掲げる情報を非公開とし、また、特定事件に関連

する特定施設Ｘの利用者の特定事項に関する情報をその存否を明らかにす

ることができないとして公開請求を拒否したことは妥当であるが、別表３

に掲げる情報については公開すべきである。 

 

２ 審査請求に至る経過 

 (1) 審査請求人は、神奈川県情報公開条例（以下「条例」という。）第９条

の規定に基づき、平成28年９月23日付けで、神奈川県知事（以下「知事」

という。）に対して、特定事件に関する文書一切について、行政文書の公

開請求（以下「本件請求」という。）を行った。 

(2) 本件請求に対し、知事は、平成28年10月６日付けで本件請求に対する決

定を延長する決定を行った上で、同年11月21日付けで、同年７月26日付け

取材結果対応連絡票（以下「甲文書」という。）、同月27日付け依頼文

（以下「乙文書」という。）、同年８月８日付け依頼文（以下「丙文書」

という。）、同月15日付け事務連絡（以下「丁文書」という。）、同年９

月16日付け特定会議Ａに係る報告書（以下「戊文書」という。）、同会議

の議事録（以下「己文書」という。）及び同会議の資料（以下「庚文書」

という。）（以下「本件行政文書」と総称する。）を対象文書として特定

の上、別表１のα欄に掲げる情報については個人に関する情報であり、特

定の個人が識別できる情報であるとして、また、β欄に掲げる情報につい

ては個人に関する情報であり特定の個人を識別することはできないが、公

開することにより、個人の権利利益を害するおそれがあるとして条例第５

条第１号を理由に、別表１のγ欄に掲げる情報については法人に関する情
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報であり、公開することにより、当該法人の正当な利益を害するおそれが

あるとして同条第２号を理由に、別表１のδ欄に掲げる情報については公

開することにより県の事務事業に支障が生ずるおそれがあるとして同条第

４号柱書等を理由に、特定事件に関連する特定施設Ｘの利用者の特定事項

に関する情報（以下「特定利用者情報」という。）についてはその存否を

答えるだけで、同条第１号に該当する非公開情報を公開することになると

して、条例第８条及び条例第５条第１号を理由に、その存否を明らかにす

ることができないとして公開請求を拒否する一部公開決定（以下「本件処

分」という。）を行った。 

 (3) 審査請求人は、平成29年２月20日付けで、知事に対し、行政不服審査法

第２条の規定に基づき、本件処分の取消しを求める審査請求を行った。 

 

３ 審査請求人の主張要旨 

審査請求人が提出した審査請求書及び反論書における主張を整理すると、

審査請求の理由は、おおむね次のとおりである。 

 (1) 条例第５条第１号該当性について 

  ア 別表１のα欄に掲げる情報については、記名記事であれば、記者の氏

名が記載された記事が図書館法及び著作権法により公共図書館等で何人

も閲覧、複写、コピーの取寄せ等することができることから、条例第５

条第１号ただし書アに該当する。また、図書館等が永久的に公表したり、

公衆が同報道を見聞きすることは、記者も当然に認識していることから、

同号ただし書イに該当する。さらに、報道機関の記者は、明らかに公的

地位又は立場に関する情報そのものであって、特定事件の重大性にかん

がみても、公開することが公益上必要というべきであるから、同号ただ

し書エにも該当する。 

  イ 別表１のβ欄に掲げる情報については、統計情報であり、個人識別情

報とは言えず、他の統計情報は公開されている。また、精神医学の学術

雑誌等で病院、学校、刑事収容施設等における別表１のβ欄に掲げる情

報に相当する統計情報は公になっており、これを非公開とする理由はな

い。 
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 (2) 条例第５条第２号該当性について 

   別表１のγ欄に掲げる情報については、他で公開されている例もあり、

不整合が生じている。また、現に公開されている中にあって、実施機関の

説明するような法人の正当な利益を害する事態は現実のものとなっていな

いため、条例第５条第２号に該当しない。また、同号に該当したとしても、

同号ただし書に該当する。 

 (3) 条例第５条第４号柱書又はエ該当性について 

  ア 施設の具体的防犯体制に関する情報 

    施設の具体的防犯体制に関する情報については、主権者の目で適切に

整備されているかを確認し、神奈川県や国際連合障害者権利委員会、子

どもの権利委員会や女性差別撤廃委員会等に意見を提出する必要性があ

る。そのため、公開することが条例第１条に適合する。 

    また、防犯体制に脆弱な点があれば、早急に改善すべきであり非公開

とすべき理由にはならない。市民の生活の場となっている県有施設であ

れば、一定程度の防犯体制が確保されており、防犯に関する情報である

ことを理由に非公開とするのは乱暴である。主権者には、施設利用者の

安全確保が適切に行われているのかを知り、行政を監視して不適正な行

政の是正を求めていく権利があり、その権利の行使に資することが、条

例第１条に適合する。 

イ 常勤・非常勤職員数や警備員数 

常勤・非常勤職員数や警備員数については、公務員の職務遂行方法と

して公になっているか、公にすることが予定されている情報である。 

  ウ 警備業務委託並びに防犯カメラ及び自動警報装置に関する情報 

警備業務委託や防犯カメラの購入、自動警報装置の保守点検整備につ

いては、財務会計上の行為として監査請求及び住民訴訟の対象となるも

のであることから、これらに関する情報は公開されるべきである。非公

開とされれば、オンブズ活動に著しい支障を生じ神奈川県の民主主義が

停滞する。 

  エ 福祉専門職キャリアパス検討プロジェクト及び心理福祉職の人材育成

に関する検討プロジェクトに関する情報 
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    福祉専門職キャリアパス検討プロジェクト及び心理福祉職の人材育成

に関する検討プロジェクトに関する情報について、一般職員にも明らか

にしていないものであれば、なおのこと公開すべきである。実施機関は

所属長のみが了知している情報である旨説明するが、これは非公開理由

とは関係がない。また、これらの情報が同プロジェクトの検討者の意図

に反して利用され人事事務に支障が生じる旨の実施機関の説明もあまり

に不合理で言語道断であり、かかる弁明は民主主義社会の根幹たる情報

公開、国民主権、民主主義、公務員奉仕制の全否定である。 

  オ 児童自立支援拠点の竣工式・内覧会に関する情報について 

    公開請求を受けた行政は、公開請求者からの問合せには真摯に応じる

べきであり、また、主権者は、行政がどのような方針であるのかを確認

して案を修正するよう要望する権利がある。かかる要望に応じたとして

も、それは、実施機関が説明する竣工式・内覧会への招待者をいたずら

に増やすことには当たらない。招待者の増加をもって非公開理由とする

ことは、裁量の逸脱・濫用である。 

 (4) 条例第８条該当性について 

  ア 特定事件に関連する特定施設Ｘの利用者の氏名や住所を非公開とすれ

ば、当該利用者の権利利益は侵害されないため、条例第５条第１号に該

当しない。 

  イ 特定事件に関する報道が過熱していたという事情等をもって、条例第

５条第４号に該当するとは言えない。 

  ウ 特定利用者情報を公開することにより県の事務事業に支障が生じたと

しても、それは特定事件の重大性にかんがみれば当然のことであって、

条例第５条第４号に規定される支障にはあたらない。また、特定事件の

社会的意義は大きいことから、公開すべきである。 

  エ 実施機関は、主権者からの問合せを支障と見なしているが、かかる主

張は国民主権、公務員奉仕制を採用する現憲法の下では認められない。 

  オ 主権者の目で適切な対応がなされたのかを確認して、神奈川県や国際

連合障害者権利委員会に意見を提出する必要性がある。そのため、公開

することが条例第１条に適合する。 
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(5) 条例第７条該当性について 

   特定事件の重大性にかんがみれば、別表１に掲げる情報は公開されるべ

きである。 

(6) 本件請求の対象となる文書の特定について 

 ア 文書の検索が不十分であるか、又は、条例の適用除外若しくは解釈上、

行政文書に該当しないと判断したことは違法である。加えて、実施機関

は、文書の再検索を行っておらず不当である。 

イ 実施機関は、特定事件発生前からの文書も確認すべきであり、確認し

なかったことは公開請求権の侵害である。 

 (7) 理由付記の不備について 

   本件処分の際に摘示された非公開理由は不十分である。 

 (8) その他 

ア 行政文書を管理する室課所の特定について 

  審査請求人は、本件請求に当たり行政文書を管理する室課所の特定を

強いられており、かかる対応は条例第１条等に反する。 

イ 行政文書の写し等の交付方法について 

公開請求の対象となった行政文書が、紙媒体を原本とする場合であっ

ても、その写しを交付する際には、ＣＤ－Ｒに記録したものを交付すべ

きである。 

また、同一の公開請求者が、複数の行政文書を管理する室課所に対し

公開請求を行う場合であって、当該行政文書を管理する室課所が一定の

範囲内に存在し、当該行政文書の写し等を郵送により交付するとき、実

施機関は、当該行政文書の写しを取りまとめの上、交付すべきである。 

ウ 行政文書の写し等の交付に要する費用について 

行政文書の写し等の交付に要する費用の定めは、条例第１条等に反す

る。 

 

４ 実施機関（総合療育相談センター）の説明要旨 

実施機関が作成した弁明書に基づき整理すると、本件処分の理由は、おお

むね次のとおりである。 
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 (1) 条例第５条第１号該当性について 

  ア 別表１のα欄に掲げる情報 

   (ｱ) 取材を行った記者の名前 

取材を行った記者の名前であるところ、特定の個人が識別される情

報であることは明らかであることから、条例第５条第１号本文に該当

する。 

また、その内容にかんがみれば、同号ただし書アからエまでのいず

れにも該当しないことは明らかである。 

   (ｲ) 警部補以下の階級にある警察官の名前 

警部補以下の階級にある警察官の名前については、特定の個人が識

別される情報であることは明らかであることから、条例第５条第１号

本文に該当する。 

そして、警部補以下の階級にある者の名前については、神奈川県職

員録、新聞の異動記事その他のいかなる媒体においても公表されてお

らず、慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報

ではないことから、同号ただし書イには該当せず、その性質にかんが

みれば、同号ただし書きア、ウ及びエのいずれにも該当しないことは

明らかである。 

  イ 別表１のβ欄に掲げる情報 

    別表１のβ欄に掲げる情報は、特定施設Ａにおける入所児童の状況と

して記載された入所理由、保護者状況内訳数及び入所者の疾患・障害の

具体的名称並びに特定施設Ｂにおける入所者の入所理由、入所経路、知

的能力の状況、保護者の状況及び保護者の職業等の状況の各項目におけ

る該当者数並びに入所者の障害・疾患等の状況（内科・外科等を除く）

に記載された診断名、診断名ごとの該当者数及び備考欄記載内容である

ところ、これらの情報は、それぞれの事由に該当する入所者の氏名が記

載されているわけではない統計的な情報であって、個人を識別できる情

報には該当しないものの、その内容は、入所に至る具体的理由、家族状

況及び疾患・障害の具体的名称に及んでおり、個人の心身の状況等に関

する情報であって、個人の人格と密接に関係するものであることから、



- 7 - 

公開することにより、当該個人の権利利益を害するおそれがある情報に

該当する。 

    また、これらの情報の内容及び性質にかんがみれば、これらの情報が

同号ただし書アからエまでのいずれにも該当しないことは明らかである。 

 (2) 条例第５条第２号該当性について 

別表１のγ欄に掲げる情報は、取材を行った記者が属する報道機関（法

人）の名称であるところ、かかる情報を公開した場合、公開済みの取材内

容と照らし合わせることで、当該報道機関がどのような取材を行っている

かが明らかになるとともに、取材結果が当該機関においてどのように活用

されるかも不明であることから当該法人の正当な利益を害するおそれもあ

るため、条例第５条第２号に該当する。 

また、かかる情報の内容にかんがみれば、かかる情報が条例第５条第２

号ただし書きに該当しないことは明らかである。 

 (3) 条例第５条第４号柱書又はエ該当性について 

別表１のδ欄に掲げる情報は、次のとおり、条例第５条第４号柱書又は

エに該当する。 

  ア 戊文書 

    戊文書は、特定会議Ａに出席した実施機関の所属長が作成した報告書

であるところ、同文書において本件処分により非公開とした情報は、特

定会議Ａにおいて議論された、特定事件を踏まえた施設運営上の安全体

制や防犯体制に関するものである。これらの情報は、県機関が行う事務

又は事業に関する情報であり、当該情報が公開されると、施設への侵入

が容易になることが想定され、県施設運営の防犯上に著しい支障が生じ

た場合、県が安全な利用を提供することができなくなることから、県の

保健福祉に関する事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

るため、条例第５条第４号柱書に該当する。 

  イ 己文書 

   (ｱ) 議題「(1) 児童・障害福祉施設の安全対策について」の議事内容 

本件処分により非公開とした議題「(1) 児童・障害福祉施設の安全

対策について」の議事内容に係る情報は、福祉施設である特定施設Ｃ
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に係る現状の具体的な防犯体制や今後導入を検討している防犯対策等

に関する情報である。そして、これらの施設は、単に県職員がその職

務を行うための庁舎ではなく、当該施設の所管する福祉施策の対象と

なる県民に特定の役務を提供するための施設である。 

したがって、これらの情報を公開した場合、当該施設の具体的な防

犯体制が明らかとなり、防犯対策上、相対的に脆弱な点を知らしめる

おそれがあり、もって、当該施設を利用する県民の安全の確保に支障

が生ずることとなることは明白である。よって、これらの情報は、公

開することにより、当該施設を利用する県民に、安全にその役務を提

供するという県の事業の適正な遂行に支障を及ぼす情報にあたるため、

条例第５条第４号柱書に該当する。 

   (ｲ) 議題「(2) 福祉専門職キャリアパス検討プロジェクトについて」の

議事内容（趣旨説明を除く） 

福祉専門職キャリアパス検討プロジェクトとは、福祉専門職のキャ

リア形成の道筋を整理するためのプロジェクトであるところ、本件請

求時にあっては、いまだ同プロジェクトの検討を始めるか否かを検討

し始めた段階に過ぎない未確定のものであり、非公開としたその内容

についても、同プロジェクト案を検討する所属長にのみ了知されてい

るものであって、同プロジェクトの検討事項の対象となる一般職員に

は知らせていない状態にあった。このため、かかる情報が必要な補足

説明を伴わないまま公開されると、記載された内容について誤解を生

じさせるおそれや同プロジェクト検討者の意図に反して利用されたり

するおそれがあり、県保健福祉分野における人事管理に係る事務に関

し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれがあるため、条

例第５条第４号エに該当する。 

   (ｳ) 報告事項「(1) 児童自立支援拠点開設に係る準備進捗報告等」の議

事内容（己文書２頁目中、１行目から３行目まで及び７行目から９行

目までを除く） 

    a  関係機関等との具体的調整状況 

本件処分により非公開とした関係機関等との具体的調整状況とは、
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新たに開設される児童自立支援拠点における学校教育に係る費用負

担や教員配置等の開設調整事務に係る情報であり、これらの情報が

公開された場合、不確定な情報が公になることで関係機関等に過度

な期待や不安を抱かせるとともに、関係機関等の意向に反する内容

であった場合には、以後の調整に多大な労力を要することとなり、

関係機関等との調整が遅れることにより同拠点の開設に遅れが生じ

るおそれがあることから、条例第５条第４号柱書に該当する。 

b  竣工式及び内覧会実施案 

本件処分により非公開とした竣工式及び内覧会実施案は、調整中

の不確定な内容であり、これらの情報を公開することにより、関係

各方面から招待者の確認の問合せや、招待者の調整などの要望が出

る可能性があるが、会場には物理的な限界があり、招待者をいたず

らに増やすことはできないものである。 

よって、これらの情報を公開することにより、竣工式等の出席者

の調整事務が増大し、ひいては児童自立支援拠点開設事務に支障を

来すおそれがあるため、条例第５条第４号柱書に該当する。 

c  引越し案 

本件処分により非公開とした引越し案は、児童自立支援拠点に統

合される特定施設Ａ、特定施設Ｆ等からの、入所者及び物品の移転

スケジュール案並びに関係所属の業務分担案が記載されているとこ

ろ、これらの情報を公開することにより、入所者及び物品の移転に

当たっての防犯対策上脆弱な部分が明らかとなり、入所者の安全の

確保及び県有財産の適正な管理に支障が生じることは明らかである

ため、条例第５条第４号柱書に該当する。 

  ウ 庚文書 

   (ｱ) 議題「(1) 児童・障害福祉施設の安全対策について」に係る資料の

うち、１頁目から７頁目までに記載された安全対策に係る内容 

     議題「(1) 児童・障害福祉施設の安全対策について」に係る資料の

うち、本件処分により非公開とした１頁目から７頁目までに記載され

た安全対策に係る内容は、福祉施設である特定施設Ｃにおける防犯体
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制の構築にかかわる情報であるところ、その内容は、当該施設におけ

る具体的な防犯体制構築のための基礎となるものであり、前記イ(ｱ)

に掲げる情報と同質のものであることから、前記イ(ｱ)と同様に条例

第５条第４号柱書に該当する。 

   (ｲ) 「特定事件を踏まえた特定施設Ｃの安全対策について」に記載され

た安全対策に係る内容 

     本件処分により非公開とした「特定事件を踏まえた特定施設Ｃの安

全対策について」に記載された安全対策に係る内容は、前記イ(ｱ)に

掲げる情報と同質のものであることから、前記イ(ｱ)と同様に条例第

５条第４号柱書に該当する。 

   (ｳ) 「特定警察署による防犯指導について」に記載された防犯指導の内

容及び指導を踏まえた今後の対策の内容 

     本件処分により非公開とした「特定警察署による防犯指導について」

に記載された防犯指導の内容及び指導を踏まえた今後の対策の内容は、

特定施設Ｃが警察からの防犯指導を受けた際の各種防犯用品や警備体

制等について行われた指導内容が記載されたもの及びその指導を踏ま

え具体に採用を試みる防犯対策が記載されたものであり、前記イ(ｱ)

に掲げる情報と同質のものであることから、前記イ(ｱ)と同様に条例

第５条第４号柱書に該当する。 

   (ｴ) 「取り組んでいる又は検討している安全対策について（特定施設

Ｄ）」に記載された安全対策に係る内容 

     本件処分により非公開とした「取り組んでいる又は検討している安

全対策について（特定施設Ｄ）」に記載された安全対策に係る内容は、

福祉施設である特定施設Ｄにおける当時の防犯体制又は今後採るべき

対策について、防犯マニュアル等、警備体制（現状）、来所者の把握

方法（現状）、防犯用品・設備の活用、警察や地域等との連携、利用

者や利用者家族との連携、その他という７つの観点から整理された情

報が記載されているもので前記イ(ｱ)に掲げる情報と同質のものであ

ることから、前記イ(ｱ)と同様に条例第５条第４号柱書に該当する。 

   (ｵ) 「特定事件を受けた特定施設Ｅの防犯対策案」に記載された具体的
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防犯対策の内容 

     本件処分により非公開とした「特定事件を受けた特定施設Ｅの防犯

対策案」に記載された具体的防犯対策の内容は、福祉施設Ｅにおける

当時の防犯体制及び今後採るべき対策について、具体的な内容が記載

されているもので、前記イ(ｱ)に掲げる情報と同質のものであること

から、前記イ(ｱ)と同様に条例第５条第４号柱書に該当する。 

   (ｶ) 「「福祉専門職キャリアパス検討プロジェクト」について（案）」

に記載された同プロジェクトの内容 

     福祉専門職キャリアパス検討プロジェクトの内容及び周知状況は、

前記イ (ｲ)のとおりであるところ、本件処分により非公開とした

「「福祉専門職キャリアパス検討プロジェクト」について（案）」に

記載された同プロジェクトの内容には、その具体的な進め方やスケ

ジュールも含まれるため、必要な説明を伴わないまま内容が確定する

前に公開することにより、同プロジェクトの検討を開始することが相

当程度確実であるとの誤解を与え、その内容に期待感を持たせる結果

となり、現在の人材育成計画を超えたキャリア形成を営もうとする者

が出てくるなど、現行の人事管理にも支障を生ぜしめるおそれがある。 

よって、この点において、かかる情報は、公正かつ円滑な人事の確

保に支障を及ぼすおそれのある情報であるため、条例第５条第４号エ

に該当する。 

また、かかる支障が生じると、同プロジェクトの検討自体にも支障

を生ぜしめるおそれがあるため、その他事務又は事業の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがあるものとして、条例第５条第４号柱書に該当

する。 

   (ｷ) 「心理系福祉職の人材育成に関する検討プロジェクトについて

（案）」に記載された同プロジェクトの内容 

     心理系福祉職の人材育成に関する検討プロジェクトとは、同職に関

する前記(ｶ)に掲げる福祉専門職キャリアパス検討プロジェクトと同

様の人材育成に関するプロジェクトであり、検討状況や周知の状況も

福祉専門職キャリアパス検討プロジェクトと同様の状況にあったもの
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である。 

よって、本件処分により非公開とした「心理系福祉職の人材育成に

関する検討プロジェクトについて（案）」に記載された同プロジェク

トの内容は、前記(ｶ)と同様に条例第５条第４号エ及び柱書に該当す

る。 

   (ｸ) 「児童自立支援拠点の基本理念（案）」に記載された基本理念案の

内容すべて 

     児童自立支援拠点にあっては、その基本理念案に基づいて基本方針

を定めるところ、本件処分により非公開とした基本理念案が必要な補

足説明を伴わないまま公開されると、県所管の児童福祉施設の関係者

に対して、基本理念が決定し、当該理念に基づいて基本方針が決定し

たような誤解を生じさせるおそれがある。そして、県所管の児童福祉

施設は県が示す各種方針を参考に事業を展開していることから、未成

熟な基本方針に基づき、県内の児童福祉施設から児童の受入要請や支

援要請があることにより、児童の発達段階に応じた切れ目のない総合

的な支援や、県所管域における総合的な支援のネットワークの構築な

ど、児童自立支援拠点が目指す本来の理念や方針を実現できなくなる

おそれがあるため、かかる情報は条例第５条第４号柱書に該当する。 

   (ｹ) 「児童自立支援拠点竣工式・内覧会の実施について（案）」の内容

すべて 

     本件処分により非公開とした「児童自立支援拠点竣工式・内覧会の

実施について（案）」の内容には、同拠点の竣工式及び内覧会の案段

階の実施計画が記載されているため、かかる情報を公開した場合、前

記イ(ｳ)ｂで説明した支障が生じるおそれがあるほか、内覧会の追加

実施を求められるおそれもあり、同拠点の円滑な開設に支障が生じる

おそれがあることから、条例第５条第４号柱書に該当する。 

   (ｺ) 「引越し日程について（案）」に記載された内容すべて 

     本件処分により非公開とした「引越し日程について（案）」に記載

された内容には、児童自立支援拠点に統合する特定施設Ａ、特定施設

Ｆ等からの入所者及び物品の移転スケジュール案並びに当該業務を遂
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行するに当たっての関係所属の業務分担案が記載されており、前記イ

(ｳ)cと同質の情報であることから、前記イ(ｳ)cと同様に条例第５条第

４号柱書に該当する。 

 (4) 条例第８条並びに第５条第１号及び第４号該当性について 

  ア 条例第５条第１号該当性について 

    特定利用者情報は、条例第５条第１号で定める個人に関する情報で

あって、特定の個人が識別され、若しくは識別され得るもの又は特定の

個人を識別することはできないが、公開することにより、個人の権利利

益を害するおそれがあるものに該当し、その存否を答えるだけで同号に

該当する情報を公開することになるため、条例第８条に該当し、その存

否を明らかにすることはできないものである。 

  イ 条例第５条第４号該当性について 

    特定利用者情報については、当時、特定事件の内容やその周辺情報か

ら、その抽象的事実は明らかになっていたものの、その具体的内容は明

らかになっていなかったものであるが、特定事件の内容やその周辺情報

に照らすと、一定程度の推測が可能な状況にあった。 

    他方、特定事件は、その特異性から、本件請求時にあっても、連日、

全国的な報道が行われるとともに、特定事情によりその報道が過熱して

いたことは公知の事実である。 

このような状況を前提とすると、特定利用者情報については、公開請

求の方法及び公開又は非公開とされた情報の利用方法如何によっては、

非公開とすべき情報について、公開された場合と同じ結果が得られる状

況にあったと言わざるを得ず、かかる情報が明らかとなった場合、報道

機関による取材により、県の特定の事務事業に支障が生じるであろうこ

とは容易に想定されるものである。 

よって、かかる情報は、その存否を明らかにすること自体が、条例第

５条第４号にいう「その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事

業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当する。 

したがって、特定利用者情報は、条例第８条及び第５条第４号に基づ

き、その存否を明らかにすることなく公開請求を拒むべきものである。 
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 (5) 条例第７条該当性について 

   別表１に掲げる情報の内容にかんがみれば、これらの情報を公開したと

しても、個人の生命、身体などの保護の利益を超えた、さらに広範な社会

的、公共的な利益を保護することにつながると認めることは困難である。 

よって、これらの情報は、条例第７条の適用の基礎を欠くものであり同

条を適用し裁量的公開を行うべきものではない。 

 (6) 本件請求の対象となる文書の特定について 

   実施機関が、本件請求の対象となる行政文書として、本件行政文書を特

定したことについては、次のとおり、その特定に遺漏はない。 

   実施機関は、児童の心身の健全な発達に関する複雑又は困難な問題につ

いて相談に応じ、並びに身体障害者及び知的障害者に関する総合的な相談、

判定、指導等を行い、併せて、これらの者に対して診療、療育訓練等を実

施し、これらを行うための施設を運営している。また、このほか、更生相

談所業務や身体障害者手帳の交付、療育手帳の交付等も行っている。 

本件行政文書のうち、甲文書を管理していたのは特定事件の取材の一環

として、その所掌事務に関し取材を受け、作成したためであり、乙文書及

び丙文書を管理していたのは県有施設の管理者として特定事項を依頼され

たためであり、丁文書を管理していたのは県有施設の管理者として施設の

安全管理に関する通知を受けたためであり、戊文書、己文書及び庚文書を

管理していたのは療育施設として、定例的に開催される特定会議Ａに出席

していたためである。 

実施機関は、他に直接的に特定事件に関係する業務を所管しているもの

ではないため、本件行政文書以外に本件請求の対象となる行政文書は管理

していない。 

なお、本件請求の対象となる行政文書を検索するに当たり、特定事件発

生以降に作成又は取得した行政文書について、対象となり得るか否か、確

認を行ったことは言うまでもない。 

また、他に解釈上不存在とした文書もない。   

 (7) その他 

  ア 行政文書を管理する室課所の特定について 
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    行政文書を管理する室課所の特定を強いられた旨の審査請求人の主張

は、事実でない。 

また、かかる審査請求人の主張により、本件処分の適法性や正当性が

左右されることもないため、審査請求の理由となることはない。 

  イ 行政文書の写し等の交付方法及び交付に要する費用について 

    審査請求人は、公開請求の対象となった行政文書が、紙媒体を原本と

する場合であっても、その写しを交付する際には、ＣＤ－Ｒに記録した

ものを交付すべきであること、また、同一の公開請求者が、複数の行政

文書を管理する室課所に対し公開請求を行う場合であって、当該行政文

書を管理する室課所が一定の範囲内に存在し、当該行政文書の写し等を

郵送により交付するときは、当該行政文書の写しを実施機関が取りまと

めの上、交付すべきであること、さらに、条例第15条の規定に基づき定

められた行政文書の写し等の交付に要する費用が条例第１条等に反する

旨主張するが、かかる主張は、本件処分の適法性を左右するものではな

い。 

したがって、この点が審査請求の理由となることはない。 

 

５ 審査会の判断理由 

 (1) 本件行政文書について 

当審査会が確認したところ、本件行政文書のうち、甲文書は実施機関が

その所掌事務に関連して特定事件に関する取材を受けたために作成したも

のであり、乙文書及び丙文書は実施機関に対し特定事項が依頼されたため

取得した文書であり、戊文書、己文書及び庚文書は実施機関が所掌事務の

一環として定期的に開催される特定会議Ａに参加したため取得したもので

あると認められる。 

 (2) 条例第５条第１号該当性について 

条例第５条第１号本文は、「個人に関する情報であって、特定の個人が

識別され、若しくは識別され得るもの又は特定の個人を識別することはで

きないが、公開することにより、個人の権利利益を害するおそれがあるも

の」を非公開とすることができると規定している。 
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もっとも、条例第５条第１号ただし書は、同号本文に該当する情報で

あっても、同号ただし書アからエまで、すなわち「法令又は条例の規定に

より何人にも閲覧、縦覧等又は謄本、抄本等の交付が認められている情報」

（同号ただし書ア）、「慣行として公にされ、又は公にすることが予定さ

れている情報」（同号ただし書イ）、「公務員等の職務の遂行に関する情

報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る情報」（同号

ただし書ウ）、「人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、

公開することが必要であると認められる情報」（同号ただし書エ）に該当

する情報については公開すべき旨を規定している。 

そこで、別表１のα欄及びβ欄に掲げる情報の同号該当性について、以

下、検討する。 

  ア 別表１のα欄に掲げる情報 

   (ｱ) 取材を行った記者の名前 

実施機関に対し取材を行った記者の名前については、特定の個人を

識別できる情報であることは明らかであることから、条例第５条第１

号本文に該当すると判断する。 

また、かかる情報の内容及び性質にかんがみれば、同号ただし書ア

からエまでのいずれにも該当しないことは明らかである。 

なお、この点について、審査請求人は、記名記事であれば記者名は

図書館等での記事の配架を含め、公になるとして同号ただし書ア及び

イに該当する旨主張するが、本件において非公開とされた記者の名前

は記名記事上のものではなく、県が作成した取材対応結果連絡票のも

のであるため、審査請求人のかかる主張を採用する余地はなく、その

余の主張についても、審査請求人の独自の見解を述べているにすぎず

採用することはできない。 

      (ｲ) 警部補以下の階級にある警察官の名前 

警部補以下の階級にある警察官の名前については、個人に関する情

報であって、特定の個人を識別できる情報であることは明らかである

ことから、条例第５条第１号本文に該当すると判断する。 

また、警部補以下の階級にある者の名前については、神奈川県職員
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録や新聞の異動記事においても公表されておらず、慣行として公にさ

れ、又は公にすることが予定されている情報ではないことから同号た

だし書イには該当せず、職務遂行の内容に関する情報にも当たらない

ことから同号ただし書ウにも該当せず、その内容及び性質にかんがみ

れば、同号ただし書ア及びエのいずれにも該当しないことは明らかで

ある。 

よって、警部補以下の階級にある者の名前については、同号ただし

書アからエまでのいずれにも該当しないと判断する。 

  イ 別表１のβ欄に掲げる情報 

当審査会が確認したところ、別表１のβ欄に掲げる情報は、実施機関

が説明するとおり、特定施設Ａにおける入所児童の状況として記載され

た入所理由、保護者状況内訳数及び入所者の疾患・障害の具体的名称並

びに特定施設Ｂにおける入所者の入所理由、入所経路、知的能力の状況、

保護者の状況及び保護者の職業等の状況の各項目における該当者数並び

に入所者の障害・疾患等の状況（内科・外科等を除く）に記載された診

断名、診断名ごとの該当者数及び備考欄記載内容であり、これらの情報

は、それぞれの事由に該当する入所者の氏名が記載されているわけでは

ない統計的な情報であって、個人を識別できる情報には該当しないと認

められる。 

この点について、審査請求人は、これらの情報が個人を識別できない

統計情報であって、精神医学雑誌等でこれに相当する情報が公にされて

いるとして、これらの情報を非公開とする理由はない旨主張する。しか

しながら、当審査会が確認したところ、入所理由や入所経路、保護者の

状況等の各項目は相当程度具体化された類型ごとに統計情報として整理

され、疾患等の名称に至っては、具体的名称まで記載されており、これ

らの情報は、個人の心身の状況等に関する情報であって、個人の人格と

密接に関係するものであると認められるため、個人を識別することはで

きないものの、公開することにより、当該個人の権利利益を害するおそ

れがある情報に当たるため、条例第５条第１号本文に該当すると判断す

る。 
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また、これらの情報の内容及び性質にかんがみれば、これらの情報が

同号ただし書アからエまでのいずれにも該当しないことは明らかである。 

 (3) 条例第５条第２号該当性について 

   条例第５条第２号本文は、「法人その他の団体に関する情報又は事業を

営む個人の当該事業に関する情報であって、公開することにより当該法人

等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

あるもの」は非公開とすることができると規定している。 

   もっとも、条例第５条第２号ただし書は、同号本文に該当する情報で

あっても、「人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公開

することが必要であると認められる情報」は公開すると規定している。 

   そこで、以下においては、別表１のγ欄に掲げる情報の同号該当性につ

いて判断する。 

   別表１のγ欄に掲げる情報は、実施機関に対し取材を行った記者が属す

る報道機関の名称であるところ、実施機関は、かかる情報を公開した場合、

公開済みの取材内容と照らし合わせることで、当該報道機関がどのような

取材を行っているかが明らかになるとともに、取材結果が当該報道機関に

おいてどのように活用されるかも不明であることから当該報道機関の正当

な利益を害するおそれもあるため、条例第５条第２号に該当する旨説明す

る。 

   この点、実施機関が説明するように、公開済みの情報の中に、当該報道

機関の競争上の地位その他正当な利益を害する程度の取材手法や着眼点が

含まれている場合には、当該報道機関の名称を公開することにより、当該

報道機関の正当な利益を害するおそれがあると考えられるが、当審査会が

確認したところ、本件にあっては、いまだ当該報道機関の正当な利益を害

する程度の情報が公開されているといった事情も認められないことから、

当該報道機関の名称を公開したとしても、その正当な利益を害するとまで

は言えないと判断する。 

   よって、別表１のγ欄に掲げる情報は、同号に該当しないと判断する。 

 (4) 条例第５条第４号柱書又はエ該当性について 

   条例第５条第４号柱書は、「県の機関、国等の機関、独立行政法人等又
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は地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であって、公開する

ことにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事

務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」は非公開とす

ることができるとしている。 

そして、同号アからオまでの各規定に掲げられている情報は、事務又は

事業の適正な遂行に支障を及ぼす具体的事由を示したものであり、同号エ

は「人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼ

すおそれ」があるものを規定している。 

また、同号アからオまでの各規定に該当する情報のほか「その他当該事

務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるもの」も同号柱書により非公開とされ、かかる情報には同条各号

に類似し、又は関連する情報も含まれるものと解される。 

そこで、別表１のδ欄に掲げる非公開情報の同号柱書又はエ該当性につ

いて、以下、検討する。 

もっとも、別表１のδ欄に掲げる非公開情報はその量が多いため、実施

機関が説明する非公開理由の理論的当否を検討し、非公開とすることが妥

当と認められる非公開理由の適用が説明されている各非公開情報について、

当該理由に当てはまる情報たり得るか等個別具体的に判断するものとする。 

  ア 実施機関が説明する非公開理由 

    当審査会が確認したところ、実施機関が別表１のδ欄に掲げる非公開

情報を非公開とした理由は、施設の具体的防犯体制に関する情報、人材

育成プロジェクトに関する情報、児童自立支援拠点の開設調整事務に関

する情報、同拠点の基本理念案及び同拠点の竣工式・内覧会に関する情

報及び同拠点への引越しに関する情報の６つに大別されるため、以下、

これらの情報を非公開とした理由について、その当否を検討する。 

   (ｱ) 施設の具体的防犯体制に関する情報 

     防犯カメラの設置の有無・台数や夜間の巡回警備に関する情報等具

体的な防犯体制に関する情報については、実施機関が説明するとおり、

これを公開すると、当該施設における具体的な防犯体制が明らかとな

り、当該施設における防犯体制の相対的に脆弱な部分を一般に知らし
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め、当該施設における安全面の確保に困難を来し、その事業運営に支

障を及ぼすおそれがあると認められる。 

     したがって、施設の具体的防犯体制に関する情報については、条例

第５条第４号柱書に該当すると判断する。 

   (ｲ) 人材育成プロジェクトに関する情報 

     当審査会が確認したところ、福祉専門職キャリアパス検討プロジェ

クト及び心理系福祉職の人材育成に関する検討プロジェクトは、実施

機関が説明するとおり、各職にある者のキャリア形成の在り方を検討

するもので、本件請求時にあっては、いまだ検討を行うか否かの検討

を始めた最初期の段階のものであり、これらのプロジェクトの対象と

なる一般職員には周知していない状況であったことが認められる。そ

して、人材育成等の人事制度に関する情報は、職員の異動や昇格と

いった今後携わる職務の内容にも密接に関連した情報であることにか

んがみれば、これらの情報に対する職員の関心が高いことは容易に想

定されるものである。また、これらのプロジェクトが検討の最初期の

段階にあったことを考慮すると、これらのプロジェクトで検討対象と

なった各職にある者のキャリア形成の在り方についても、検討を経る

過程において様々な修正等が行われることも容易に想定される。 

したがって、これらの事情にかんがみれば、いまだ検討の最初期の

段階にある人材育成プロジェクトに関する情報を公開すると、今後修

正が想定される未確定情報を相当程度の確実性がある情報と職員に認

識させ、現行の人事制度ではなく、検討過程にある当該未確定情報に

則ったキャリア形成を営もうとする者を生じさせるおそれも否定でき

ず、そこに至らないまでも、現行の人事制度が切り替わることを前提

に、現行の人事制度を軽視する者を生じさせ、現行の人事制度の運用

に支障を生じさせるおそれがあると認められる。 

よって、人材育成プロジェクトに関する情報は、公正かつ円滑な人

事の確保に支障を及ぼすおそれがあるものとして、条例第５条第４号

エに該当すると判断する。 

     なお、実施機関は、これらの情報が同号柱書にも該当する旨説明す
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るが、前記のとおり、これらの情報は同号エに該当すると認められる

ため、同号柱書該当性について判断するまでもなく、非公開とするこ

とが妥当である。 

   (ｳ) 児童自立支援拠点の開設調整事務に関する情報 

     児童自立支援拠点の開設調整事務に関する情報については、実施機

関が説明するとおり、同拠点における学校教育の費用負担等関係機関

との各種調整に関する情報であって、調整の最中にある情報であるこ

とにかんがみると、これを公開した場合、公開された情報が調整対象

者の意図に合致していなかったときには、以後の調整事務を増大させ

るであろうことは容易に想定されるものである。そして、このような

事態が生じた場合には、同拠点の開設そのものに遅れが生じるおそれ

も認められる。 

よって、同拠点の開設調整事務に関する情報については、公開する

ことにより、当該調整事務及び同拠点開設事務に支障を及ぼすおそれ

があるものとして、条例第５条第４号柱書に該当すると判断する。 

   (ｴ) 児童自立支援拠点の理念案に関する情報 

この点について、実施機関は、児童自立支援拠点の理念案を必要な

説明なく公開すると、県所管の児童福祉施設関係者に当該基本理念に

基づく基本方針が決定したと誤解させ、ひいては、同拠点が目指す本

来の理念や方針が実現できなくなる旨説明する。 

しかしながら、かかる説明には飛躍があると言わざるを得ず、かか

る情報を公開することで、同拠点の本来の理念や方針が実現できなく

なると認めることは困難であると言わざるを得ない。 

よって、児童自立支援拠点の理念案に関する情報については、条例

第５条第４号柱書に該当しないと判断する。 

   (ｵ) 児童自立支援拠点の竣工式・内覧会に関する情報 

     児童自立支援拠点の竣工式・内覧会に関する情報については、実施

機関が説明するとおり、会場に物理的限界がある中にあっては、招待

者を一定数以下にしなければならないという制約があり、こうした状

況下で、調整中の段階にある招待者の情報や竣工式の日程を公開する
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と、関係者から招待者への追加要望や竣工式等の複数回開催の要望が

なされ、竣工式等の開催事務に支障を及ぼすおそれが認められる。 

     よって、同拠点の竣工式・内覧会に関する情報については、公開す

ることにより、竣工式等の開催事務に支障を及ぼすおそれがあるもの

として、条例第５条第４号柱書に該当すると判断する。 

   (ｶ) 児童自立支援拠点への引越しに関する情報 

     児童自立支援拠点への引越しに関する情報については、入所者を有

する福祉施設である特定施設Ａ及び特定施設Ｆから同拠点への入所者

の移転に関する情報が含まれていることにかんがみると、公開するこ

とにより、引越し時に生じるこれら施設における防犯上脆弱なタイミ

ングが明らかとなり、入所者の安全の確保に支障を生じるおそれがあ

ると認められることから、条例第５条第４号柱書に該当すると判断す

る。 

イ 審査請求人の主張 

    実施機関の説明する非公開理由の当否は前記ア(ｱ)から(ｶ)までのとお

りであるところ、当審査会が妥当と判断した非公開理由について、審査

請求人は前記３(3)アからオまでのとおり種々主張するが、当審査会が

確認したところ、いずれについても、前記判断を覆すに足りるものとは

認められない。 

    よって、審査請求人のこれらの主張は採用することはできない。 

  ウ まとめ 

以上を前提に、また、当審査会において確認した別表１のδ欄に掲げ

る情報の内容に照らし判断すると、別表１のδ欄に掲げる情報のうち、

別表２のδ欄に掲げるものについては、条例第５条第４号柱書又はエに

該当するためこれらを非公開としたことは妥当であるが、別表３に掲げ

るものについては実施機関が説明する非公開理由が成り立たないもので

あるか、又は非公開理由としては成り立つものの当該情報が当該非公開

理由に当てはまる情報たりえないものであるため、公開すべきであると

判断する。 

(5) 条例第８条該当性について 
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   条例第８条は、「公開請求に対し、当該公開請求に係る行政文書が存在

しているか否かを答えるだけで、非公開情報を公開することとなるときは、

実施機関は、当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該公開請求を拒

むことができる」と規定している。 

そこで、本件処分において、その存否を明らかにすることができないと

された特定利用者情報の同条該当性について、以下、検討する。 

  ア 条例第８条及び第５条第４号該当性について 

    当審査会が確認したところ、特定利用者情報は、実施機関が説明する

とおり、特定事件当時、特定事件の内容やその周辺情報から、その抽象

的事実は明らかになっていたものの、その具体的内容は明らかになって

いない一方で、特定事件の内容やその周辺情報に照らすと、一定程度、

その内容の推測が可能な状況にあったと認められる。 

    また、特定事件は、その特異性から、本件請求時にあっても、全国的

な報道が行われ、特定事情によりその報道が過熱していたことも認めら

れる。 

このような状況を前提とすると、特定利用者情報については、公開請

求の方法及び公開又は非公開とされた情報の用い方によっては、諾否決

定の内容が公開であるか非公開であるかにかかわらず、非公開とすべき

情報について、公開された場合と同じ結果が得られる状況にあり、現に

そのような公開請求が行われていると認められ、かつ、かかる情報が公

開された場合、報道機関による取材により、県の特定の事務事業に支障

が生じるおそれがあったと認められる。 

よって、特定利用者情報は、その存否を明らかにすること自体が、条

例第５条第４号にいう「その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又

は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当すると認

められるため、実施機関が、条例第８条により、その存否を明らかにす

ることなく、公開請求を拒否したことは妥当であると判断する。 

なお、この点について、審査請求人は、特定事件の重大性にかんがみ

れば、特定利用者情報を公開することにより、県の事務事業に支障が生

じたとしても、同号に規定される支障には当たらない旨等を主張するが、
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これは、同号にいう「事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」

の「適正」性に関する主張であるとも考えられるため、以下、念のため

に検討する。 

同号にいう「適正」性とは、非公開情報を公開することによる支障の

みならず、公開することにより得られる利益をも考慮すべきとする趣旨

と解されるが、当審査会が確認したところ、特定利用者情報を公開した

としても、これにより得られる情報にかんがみれば、これにより得られ

る利益を想定することは困難であり、仮に得られる利益があったとして

もそれは軽微なものであって、これを公開することによる支障を上回る

ものであると認めることは極めて困難であると言わざるを得ない。 

 よって、この点に関する審査請求人の主張は採用することができず、

その余の主張についても、当審査会の前記判断を覆すに足りるものは存

しない。 

イ 条例第８条及び第５条第１号該当性について 

    実施機関は、特定利用者情報について、条例第８条及び第５条第１号

に該当する旨説明するが、前記アのとおり、特定利用者情報は、条例第

８条及び第５条第４号に該当すると認められるため、同条第１号該当性

について判断するまでもなく、公開請求を拒否することが妥当である。 

 (6) 条例第７条該当性について 

   条例第７条は、「公益上特に必要があると認めるとき」は、非公開情報

を「公開することができる」と規定しているところ、審査請求人は、同条

による裁量的公開を求めているため、以下、検討する。 

  ア 条例第７条は、条例第５条各号に規定する非公開情報であっても、

「公益上特に必要があると認めるとき」に、当該非公開情報の裁量的公

開を認める規定であることにかんがみると、ここにいう「公益上」とは、

同条第１号、第２号及び第５号のただし書の規定による非公開情報の公

開に必要とされる、個人の生命、身体の安全等を超えた、さらに広範な

社会的、公共的な利益が存在することを意味し、「特に必要があると認

められるとき」とは、かかる公共的な利益が、公開しないことにより守

られるべき法益を特に上回る場合を意味すると解される。 
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イ これを本件について見ると、別表２に掲げる情報は、その内容にかん

がみて、これらの情報を公開したとしても、個人の生命、身体の安全の

保護等の利益を超えた、さらに広範な社会的、公共的な利益を保護する

ことにつながると認めることは、極めて困難であると言わざるを得ない。 

よって、これらの情報は、条例第７条の適用の基礎を欠くものであり、

実施機関が同条に基づき裁量的公開をしなかったことは妥当であると判

断する。 

 (7) 本件請求の対象となる文書の特定について 

   実施機関が本件行政文書を本件請求の対象となる文書として特定したこ

とは、その所掌事務に照らし適切であるものの、当審査会が確認したとこ

ろ、実施機関が管理している平成28年９月15日付け特定会議Ｂの資料につ

いては、本件請求の内容に照らし、本件請求の対象文書として特定される

べきものであると認められる。 

   よって、特定会議Ｂの資料については、対象文書として特定の上、改め

て諾否の決定を行うべきである。 

   また、審査請求人は、実施機関が特定事件発生前の文書を確認すべき旨

主張するが、当審査会が確認したところ、特定事件発生前に実施機関は当

該特定事件に関する情報を取得していないことが認められ、また、その余

の主張についても前記判断を左右するものではないため、採用することは

できない。 

 (8) その他 

   審査請求人は、本件請求に際して行政文書を管理する室課所の特定を強

いられたこと、公開請求の対象となった行政文書が、紙媒体を原本とする

場合であっても、その写しを交付する際にはＣＤ－Ｒに記録したものを交

付すべきこと、また、同一の公開請求者が、複数の行政文書を管理する室

課所に対し公開請求を行う場合であって、当該行政文書を管理する室課所

が一定の範囲内に存在し、当該行政文書の写し等を郵送により交付すると

きは、当該行政文書の写しを実施機関が取りまとめの上、交付すべきであ

ること、さらに、行政文書の写し等の交付に要する費用の定めが、条例第

１条等に反する旨主張しているため、以下、この点について検討する。 
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神奈川県情報公開審査会規則第２条は、当審査会の所掌事項を「条例第

10条第１項に規定する諾否決定若しくは条例第５条に規定する公開請求に

係る不作為に係る審査請求又は条例第26条第５項の規定による助言の求め

につき実施機関の諮問に応じて調査審議し、その結果を報告する。」とし

ており、これは、当審査会が、公開請求の対象となった行政文書に含まれ

る情報の条例第５条各号に規定する非公開事由該当性、公開請求の対象と

なった行政文書の条例第３条第１項に規定する行政文書該当性やその存否

等を調査審議することを定めた規定であると解される。 

これを踏まえると、審査請求人の行政文書を管理する室課所の特定に係

る主張については、実施機関の説明と相違があり、何れが事実であるのか

は格別、仮に審査請求人の主張が事実に基づくものであったとしても、そ

れにより本件処分の適法性に影響を与えるものではないと認められ、また、

その余の主張についても本件処分の適法性に影響を与えるものではないと

認められるため、当審査会は、いずれの主張についても調査審議する立場

にない。 

 

６ 付言 

審査請求人は、本件処分における理由付記に不備がある旨を主張している

ため、以下、この点について付言する。 

条例第10条第３項では、「公開請求に係る行政文書の全部又は一部の公開

を拒むときは、その理由を併せて通知しなければならない」旨規定している

が、これは、実施機関の判断の慎重と公正妥当を担保し、その恣意を抑制す

るとともに、非公開の理由を請求者に知らせることによって、請求者の審査

請求に便宜を与える趣旨である。 

なお、かかる理由付記制度の趣旨にかんがみ、公開請求に対する諾否決定

に当たり付記すべき理由については、最高裁判所平成４年12月10日第一小法

廷判決（平成４年（行ツ）第48号）が「開示請求者において、本条例９条各

号所定の非開示事由のどれに該当するのかをその根拠とともに了知し得るも

のでなければならず、単に非開示の根拠規定を示すだけでは、当該公文書の

種類、性質等とあいまって開示請求者がそれらを当然知り得るような場合は
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別として、本条例７条４項の要求する理由付記としては十分でないといわな

ければならない」と判断したことも踏まえなければならない。 

これを前提に本件を見ると、本件処分の理由付記は、本件非公開情報の内

容毎に適用条項を摘示するとともに、その内容に応じ、当該条項を適用する

に至った具体的理由が必要最小限度は示されていると認められ理由付記に不

備があるとまでは言えないが、条例第５条第４号柱書又はエにいう「支障」

について、より具体的に記載されることが望まれる。 

 

７ 審査会の処理経過 

  当審査会の処理経過は、別紙のとおりである。 
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別表１ 

原処分における非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 非公開情報 条例適用条項 

α 

甲
文
書 

取材対応結果連

絡票 
取材を行った記者の名前 第５条第１号 

（個人識別情報） 

庚
文
書 

特定警察署によ

る防犯指導につ

いて 

警部補以下の階級にある警察官の

名前 
第５条第１号 
（個人識別情報） 

β 
庚
文
書 

特定施設Ａ入所

児童の状況（平

成 28 年９月１日

現在） 

入所理由、保護者状況内訳数及び

入所者の疾患・障害の具体的名称 

第５条第１号 
（個人非識別情報） 平成 28 年９月１

日現在在籍児童

の状況（特定施

設Ｂ） 

入所者の入所理由、入所経路、知

的能力の状況、保護者の状況及び

保護者の職業等の状況の各項目に

おける該当者数並びに入所者の障

害・疾患等の状況（内科・外科等

を除く）に記載された診断名、診

断名ごとの該当者数及び備考欄記

載内容 

γ 
甲
文
書 

取材対応結果連

絡票 

取材を行った記者が属する報道機

関の名称 
第５条第２号 

δ 

戊
文
書 

特定会議Ａに出

席した者が作成

した報告書 

報告内容の一部 

 ○ 左記文書中、下部から数え

て２行目から９行目まで 

第５条第４号

柱書 

己
文
書 

特定会議Ａの議

事録 

議題「(1)児童・障害福祉施設の

安全対策について」の議事内容 

 ○  左記議事録１頁目中、 10

行目から 25 行目まで 

第５条第４号

柱書 

議題「(2)福祉専門職キャリアパ

ス検討プロジェクトについて」の

議事内容（趣旨説明を除く） 

 ○  左記議事録１頁目中、 29

行目から 42 行目まで 

第５条第４号

エ 
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別表１＜続き＞ 

原処分における非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 非公開情報 条例適用条項 

δ 

己
文
書<

続
き> 

特定会議Ａの議

事録 
<続き> 

報告事項「(1)児童自立支援拠点

開設に係る準備進捗報告等」の議

事内容（左記議事録２頁中、１行

目から３行目まで及び７行目から

９行目まで） 

 ○ 関係機関等との具体的調整

状況 

  ・ 左記議事録２頁目中、４

行目から６行目まで、 10

行目から 45 行目まで 

  ・ 左記議事録３頁目中、１

行目から 24 行目まで、35

行目から 40 行目まで 

 ○ 竣工式及び内覧会実施案 

  ・ 左記議事録３頁目中、25

行目から 30 行目まで 

 ○ 引越し案 

  ・ 左記議事録３頁目中、31

行目から 34 行目まで 

第５条第４号

柱書 

庚
文
書 

議 題 「 (1) 児

童・障害福祉施

設の安全対策に

ついて」に係る

資料中、１頁目

から７頁目まで 

安全対策に係る内容 

第５条第４号

柱書 

特定事件を踏ま

えた特定施設Ｃ

の安全対策につ

いて 

安全対策に係る内容 

○  左記文書中、７行目から

17 行目まで、19 行目から 28

行目まで、30 行目から 32 行

目まで 

特定警察署によ

る防犯指導につ

いて 

防犯指導の内容 

○ 左記文書１頁目中、８行目

から 34 行目まで、36 行目か

ら 39 行目まで 

○ 左記文書２頁目中、２行目

から７行目まで、９行目から

13 行目まで、15 行目から 28

行目まで 
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別表１＜続き＞ 

原処分における非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 非公開情報 条例適用条項 

δ 

庚
文
書<

続
き> 

特定警察署によ

る防犯指導につ

いて 
<続き> 

指導を踏まえた今後の対策の内容 

 ○ 左記文書２頁目中、30 行

目から 39 行目まで 

第５条第４号

柱書 

取組んでいる又

は検討している

安全対策につい

て （ 特 定 施 設

Ｄ） 

安全対策に係る内容 

 ○ 左記文書１頁目中、４行目

から８行目まで、10 行目か

ら 20 行目まで、22 行目から

27 行目まで、29 行目から 32

行目まで 

 ○  左記文書２頁目中、２行

目、４行目から５行目まで、

７行目から８行目まで 

特定事件を受け

た特定施設Ｅの

防犯対策（案） 

具体的防犯対策の内容 

 ○ 左記文書中、表のすべて 

「 福 祉 専 門 職

キャリアパス検

討 プ ロ ジ ェ ク

ト 」 に つ い て

（案） 

左記プロジェクトの内容 

 ○ 左記文書中、タイトル以外

の全情報 

第５条第４号

エ及び柱書 心理系福祉職の

人材育成に関す

る検討プロジェ

ク ト に つ い て

（案） 

左記プロジェクトの内容 

 ○ 左記文書中、タイトル以外

の全情報 

児童自立支援拠

点 の 基 本 理 念

（案） 

基本理念案の内容すべて 

 ○ 左記文書中、３行目から６

行目まで 

第５条第４号

柱書 

児童自立支援拠

点竣工式・内覧

会の実施につい

て（案） 

実施案の内容すべて 

 ○  左記文書中、３行目から

32 行目まで 

引越し日程につ

いて（案） 

引越し案の内容すべて 

 ○  左記文書１頁目中、３行

目、表のすべて 

 ○ 左記文書２頁目中、表のす

べて、１行目から 17 行目ま

で 
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別表２ 

原処分妥当非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 非公開情報 理由及び条例適用条項 

備考 
答申本文 

参照箇所 

α 

甲
文
書 

取材対応結

果連絡票 

取材を行った記者の名

前 

個人に関する情報であっ

て、特定の個人を識別で

きる情報であるため。 

＜第５条第１号＞ 

５(2) 

ア(ｱ) 

庚
文
書 

特定警察署

による防犯

指導につい

て 

警部補以下の階級にあ

る警察官の名前 

個人に関する情報であっ

て、特定の個人を識別で

きる情報であるため。 

＜第５条第１号＞ 

５(2) 

ア(ｲ) 

β 
戊
文
書 

特定施設Ａ

入所児童の

状況（平成

28年９月１

日現在） 

入所理由、保護者状況

内訳数及び入所者の疾

患・障害の具体的名称 
個人の心身の状況等に関

する情報であって、個人

の人格と密接に関係する

ものであると認められる

ため、個人を識別するこ

とはできないものの、公

開することにより、当該

個人の権利利益を害する

おそれがある情報である

ため。 

＜第５条第１号＞ 

５(2)イ 
平成 28 年

９月１日現

在在籍児童

の状況（特

定施設Ｂ） 

入所者の入所理由、入

所経路、知的能力の状

況、保護者の状況及び

保護者の職業等の状況

の各項目における該当

者数並びに入所者の障

害・疾患等の状況（内

科・外科等を除く）に

記載された診断名、診

断名ごとの該当者数及

び備考欄記載内容 

δ 
己
文
書 

特定会議Ａ

の議事録 

議題「(1)児童・障害福

祉施設の安全対策につ

いて」の議事内容中、

次に掲げるもの 

 ○  左記議事録１頁

目中、10 行目から

18 行目まで 

具体的防犯体制に関する

情報であるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

５(4) 

ア(ｱ) 

議題「 (2)福祉専門職

キャリアパス検討プロ

ジェクトについて」の

議事内容 

 ○  左記議事録１頁

目中、29 行目から

42 行目まで 

検討の最初期の段階にあ

る人材育成プロジェクト

に関する情報であるた

め。 

＜第５条第４号エ＞ 

５(4) 

ア(ｲ) 
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別表２＜続き＞ 

原処分妥当非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 非公開情報 理由及び条例適用条項 

備考 
答申本文 

参照箇所 

δ 

己
文
書<

続
き> 

特定会議Ａ

の議事録 
＜続き＞ 

報告事項「(1)児童自立

支援拠点開設に係る準

備進捗報告等」の議事

内容中、次に掲げるも

の 

 

 

 ○  左記議事録２頁

目中、４行目から

６行目まで 

児童自立支援拠点に関す

る未確定情報であり、今

後、所定の手続きをもっ

て正式決定される内容で

あるにもかかわらず、あ

たかも正式決定したかの

ように記載され、かかる

情報が公開された場合、

正式手続における決定に

支障を及ぼすおそれがあ

る情報であるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

－ 

 ○  関係機関等との

具体的調整状況 

・  左記議事録２

頁目中、11 行目

から 28 行目ま

で、32 行目から

40 行目まで、42

行目から 45 行目

まで 

・  左記議事録３

頁目中、１行目

か ら ８ 行 目 ま

で、９行目６文

字目から 24 行目

まで 

児童自立支援拠点の開設

調整事務に関する情報で

あるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

５(4) 

ア(ｳ) 
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別表２＜続き＞ 

原処分妥当非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 非公開情報 理由及び条例適用条項 

備考 
答申本文 

参照箇所 

δ 

己
文
書<

続
き> 

特定会議Ａ

の議事録 
＜続き＞ 

報告事項「 (1)児童自

立支援拠点開設に係る

準備進捗報告等」の議

事内容中、次に掲げる

もの 

○  竣工式及び内覧

会実施案 

  ・ 左記議事録３

頁目中、26 行目

から 30 行目まで 

児童自立支援拠点の竣工

式・内覧会に関する情報

であり、公開することに

より、招待者の追加要望

や竣工式の複数開催の要

望を招来するおそれのあ

る情報であるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

５(4) 

ア(ｵ) 

○ 引越し案 

  ・ 左記議事録３

頁目中、32 行目

から 34 行目まで 

児童自立支援拠点への引

越しに関する情報であ

り、公開することによ

り、引越し時に生じる関

係施設の防犯上脆弱なタ

イミングが明らかとなる

情報であるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

５(3) 

ア(ｶ) 
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別表２＜続き＞ 

原処分妥当非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 非公開情報 理由及び条例適用条項 

備考 
答申本文 

参照箇所 

δ 
庚
文
書 

議 題 「 (1) 

児童・障害

福祉施設の

安全対策に

ついて」に

係 る 資 料

中、1 頁目

から７頁目

まで 

安 全 対 策 に 係 る 内 容

中、次に掲げるもの 

○  左記資料１頁目

中、７行目から 19

行目まで、22 行目

から 29 行目まで、

表のすべて 

○  左記資料３頁目

中、２行目以降の

すべて（頁番号除

く。） 

○  左記資料４頁の

すべて（頁番号除

く。） 

○  左記資料５頁の

すべて（頁番号除

く。） 

○  左記資料６頁の

すべて（頁番号除

く。） 

○  左記資料７頁の

すべて（頁番号除

く。） 

具体的防犯体制等に関す

る情報であるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

５(4) 

ア(ｱ) 

特定事件を

踏まえた特

定施設Ｃの

安全対策に

ついて 

安全対策に係る内容 

○  左記文書中、７

行目から 17 行目ま

で、19 行目から 28

行目まで、30 行目

から 32 行目まで 

具体的防犯体制に関する

情報であるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

５(4) 

ア(ｱ) 
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別表２＜続き＞ 

原処分妥当非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 非公開情報 理由及び条例適用条項 

備考 
答申本文 

参照箇所 

δ 

庚
文
書<

続
き> 

特定警察署

による防犯

指導につい

て 

防犯指導の内容 

○  左記文書１頁目

中、８行目から 34

行目まで、36 行目

から 39 行目まで 

○  左記文書２頁目

中、２行目から７

行目まで、９行目

から 13 行目まで、

15 行目から 28 行目

まで 

具体的防犯体制につなが

る情報であって、具体的

防犯体制に関する情報と

同視することができる情

報であるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

５(4) 

ア(ｱ) 

指導を踏まえた今後の

対策の内容 

○  左記文書２頁目

中、30 行目から 39

行目まで 

具体的防犯体制に関する

情報であるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

５(4) 

ア(ｱ) 

取組んでい

る又は検討

している安

全対策につ

いて（特定

施設Ｄ） 

安 全 対 策 に 係 る 内 容

中、次に掲げるもの 

○  左記文書１頁目

中、10 行目から 20

行目まで、29 行目

から 32 行目まで 

○  左記文書２頁目

中、７行目から８

行目まで 

具体的防犯体制に関する

情報であるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

５(4) 

ア(ｱ) 

特定事件を

受けた特定

施設Ｅの防

犯 対 策

（案） 

具体的防犯対策の内容 

○  左記文書中、表

のすべて 

具体的防犯体制に関する

情報であるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

５(3) 

ア(ｱ) 
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別表２＜続き＞ 

原処分妥当非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 非公開情報 理由及び条例適用条項 

備考 
答申本文 

参照箇所 

δ 

庚
文
書<

続
き> 

「福祉専門

職キャリア

パス検討プ

ロ ジ ェ ク

ト」につい

て（案） 

左記プロジェクトの内

容 

 ○  左記文書中、タ

イトル以外の全情

報 
検討の最初期の段階にあ

る人材育成プロジェクト

に関する情報であるた

め。 

＜第５条第４号エ＞ 

５(4) 

ア(ｲ) 
心理系福祉

職の人材育

成に関する

検 討 プ ロ

ジェクトに

つ い て

（案） 

左記プロジェクトの内

容 

○  左記文書中、タ

イトル以外の全情

報 

児童自立支

援拠点竣工

式・内覧会

の実施につ

いて（案） 

実施案中、次に掲げる

もの 

○  左記文書中、５

行目 22 文字目から

６行目まで、８行

目、12 行目から 19

行目まで、23 行目

６文字目から 17 文

字目まで、30 行目

から 32 行目まで 

児童自立支援拠点の竣工

式・内覧会に関する情報

であり、公開することに

より、招待者の追加要望

や竣工式の複数開催の要

望を招来するおそれのあ

る情報であるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

５(4) 

ア(ｵ) 

引越し日程

に つ い て

（案） 

引越し案中、次に掲げ

るもの 

 ○  左記文書１頁目

中、３行目、表の

すべて 

 ○  左記文書２頁目

中、表のすべて 

児童自立支援拠点への引

越しに関する情報であ

り、公開することによ

り、引越し時に生じる関

係施設の防犯上脆弱なタ

イミングが明らかとなる

情報であるため。 

＜第５条第４号柱書＞ 

５(4) 

ア(ｶ) 
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別表３ 

公開すべき非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 該当部分 理由 備考 

(実施機関の説明) 

γ 
甲
文
書 

取材対応結

果連絡票 

取材を行った記者が属

する報道機関の名称 

公開済みの情報を

考慮しても、公開

することにより、

当該報道機関の正

当な利益を害する

事情は認められな

いため。 
（答申５(3)参照） 

当 該 報 道 機

関 が ど の よ

う な 取 材 を

行 っ て い る

か が 明 ら か

に な る と と

も に 、 取 材

結 果 が 当 該

報 道 機 関 に

お い て ど の

よ う に 活 用

さ れ る か も

不 明 で 、 そ

お 正 当 な 利

益 を 害 す る

お そ れ も あ

るため。 

δ 

戊
文
書 

特定会議Ａ

に出席した

者が作成し

た報告書 

報告内容の一部 

 ○  左記文書中、下

部から数えて２行

目から９行目まで 

公開することによ

り、施設の安全面

の確保に支障を生

じるような具体的

防犯体制に関する

情報とは認められ

ないため。 

具 体 的 防 犯

体 制 に 関 す

る 情 報 で あ

るため 

己
文
書 

特定会議Ａ

の議事録 

議題「(1)児童・障害福

祉施設の安全対策につ

いて」の議事内容中、

次に掲げるもの 

 ○  左記議事録１頁

目中、19 行目から

25 行目まで 

公開することによ

り、施設の安全面

の確保に支障を生

じるような具体的

防犯体制に関する

情報とは認められ

ないため。 

具 体 的 防 犯

体 制 に 関 す

る 情 報 で あ

るため。 
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別表３＜続き＞ 

公開すべき非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 該当部分 理由 備考 

(実施機関の説明) 

δ 

己
文
書<

続
き> 

特定会議Ａ

の議事録 
＜続き＞ 

報告事項「(1)児童自立

支援拠点開設に係る準

備進捗報告等」の議事

内容中、次に掲げるも

の 

 ○  関係機関等との

具体的調整状況 

・  左記議事録２

頁 目 中 、 10 行

目、29 行目から

31 行目まで、41

行目 

・  左記議事録３

頁目中、９行目

１文字目から５

文字目まで、 35

行目から 40 行目

まで 

報 告 事 項 の 項 目

名、本件請求時に

既に公になってい

る 情 報 等 に 過 ぎ

ず、公開すること

により、児童自立

支援拠点の開設調

整事務に支障を及

ぼすおそれのある

情報とは認められ

ないため。 

児 童 自 立 支

援 拠 点 の 開

設 調 整 事 務

に 関 す る 情

報 で あ る た

め。 

○  竣工式及び内覧

会実施案 

  ・ 左記議事録３

頁目中、25 行目 

報告事項の項目名

に過ぎず、公開す

ることにより、招

待者の追加要望や

竣工式の複数開催

の要望を招来する

おそれのある情報

とは認められない

ため。 

公 開 す る こ

と に よ り 、

招 待 者 の 追

加 要 望 や 竣

工 式 の 複 数

開 催 の 要 望

を 招 来 す る

お そ れ の あ

る 情 報 で あ

るため。 

○ 引越し案 

  ・ 左記議事録３

頁目中、31 行目 

報告事項の項目名

に過ぎず、公開す

ることにより、引

越し時に生じる関

係施設の防犯上脆

弱なタイミングが

明らかとなる情報

とは認められない

ため。 

公 開 す る こ

と に よ り 、

引 越 し 時 に

生 じ る 関 係

施 設 の 防 犯

上 脆 弱 な タ

イ ミ ン グ が

明 ら か と な

る 情 報 で あ

るため。 
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別表３＜続き＞ 

公開すべき非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 該当部分 理由 備考 

(実施機関の説明) 

δ 

庚

文

書 

議 題 「 (1) 

児童・障害

福祉施設の

安全対策に

ついて」に

係 る 資 料

中、1 頁目

から７頁目

まで 

安 全 対 策 に 係 る 内 容

中、次に掲げるもの 

○  左記資料１頁目

中、３行目から６

行目まで、20 行目

から 21 行目まで 

○  左記資料３頁目

中、１行目 

公開することによ

り、施設の安全面

の確保に支障を生

じるような具体的

防犯体制に関する

情報とは認められ

ないため。 

具 体 的 防 犯

体 制 等 に 関

す る 情 報 で

あるため。 

取組んでい

る又は検討

している安

全対策につ

いて（特定

施設Ｄ） 

安 全 対 策 に 係 る 内 容

中、次に掲げるもの 
 

具 体 的 防 犯

体 制 に 関 す

る 情 報 で あ

るため。 

○  左記文書１頁目

中、４行目から８

行目まで 

防犯マニュアル等

の有無に関する情

報にすぎず、公開

することにより、

施設の安全面の確

保に支障を生じる

ような情報とは認

められないため。 
（答申５(3)ア(ｲ)参照） 

○  左記文書１頁目

中、22 行目から 27

行目まで 

○  左記文書２頁目

中、２行目、４行

目から５行目まで 

公開することによ

り、施設の安全面

の確保に支障を生

じるような具体的

防犯体制に関する

情報とは認められ

ないため。 

児童自立支

援拠点の基

本 理 念

（案） 

基本理念案の内容すべ

て 

 ○  左記文書中、３

行目から６行目ま

で 

基本理念案の公開

をもって児童自立

支援拠点の本来の

理念や方針が実現

できなくなるとは

認 め ら れ な い た

め。 
（答申５(4)ア(ｴ)参照） 

児 童 自 立 支

援 拠 点 が 目

指 す 本 来 の

理 念 や 方 針

が 実 現 で き

な く な る 情

報 で あ る た

め。 
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別表３＜続き＞ 

公開すべき非公開情報一覧 

文書

区分 
文書種別 該当部分 理由 備考 

(実施機関の説明) 

δ 

庚
文
書<

続
き>

 

児童自立支

援拠点竣工

式・内覧会

の実施につ

いて（案） 

実施案中、次に掲げる

もの 

○  左記文書中、３

行目から５行目 21

文字目まで、７行

目、９行目から 11

行目まで、20 行目

から 23 行目５文字

目まで、24 行目か

ら 29 行目まで 

公開することによ

り、招待者の追加

要望や竣工式の複

数開催の要望を招

来するおそれのあ

る情報とは認めら

れないため。 

招 待 者 の 追

加 要 望 や 竣

工 式 の 複 数

開 催 の 要 望

を 招 来 す る

お そ れ の あ

る 情 報 で あ

るため。 

引越し日程

に つ い て

（案） 

引越し案中、次に掲げ

るもの 

 ○  左記文書２頁目

中、１行目から 17

行目まで 

引越しに伴い生じ

る作業の分担に関

す る 情 報 に 過 ぎ

ず、公開すること

により、引越し時

に生じる関係施設

の防犯上脆弱なタ

イミングが明らか

となる情報とは認

められないため。 

公 開 す る こ

と に よ り 、

引 越 し 時 に

生 じ る 関 係

施 設 の 防 犯

上 脆 弱 な タ

イ ミ ン グ が

明 ら か と な

る 情 報 で あ

るため。 

備考１：行数は、文字が記載された行を上から数えたものである。 

 備考２：文字数は、当該行の記載のある文字について左から数えたもので、

句読点及び記号等の表記も一文字として数えたものである。 

 

 

 

 

 

  



 

 

別 紙 

 

審 査 会 の 処 理 経 過 

 

年  月  日 処    理    内    容 

平 成 2 9 年 ７ 月 2 6 日 ○ 諮問 

1 2 月 1 1 日 

（第 171 回部会） 
○ 審議 

平 成 3 0 年 １ 月 2 3 日 

（第 172 回部会） 
○ 審議 

２ 月 2 0 日 

（第 173 回部会） 
○ 審議 

３ 月 2 0 日 

（第 174 回部会） 
○ 審議 
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